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高齢者の所得保障
―公的年金制度と生活保護制度―

前 田 悦 子

１．は じ め に

わが国は急速に高齢化が進行しており，内閣府（２０１３）によれば，２０１２年に
おける総人口は１億２，７５２万人であるのに対し，６５歳以上人口は３，０７９万人とな
り，高齢化率は２４．１％を占めるようになった。さらに，国立社会保障・人口問
題研究所（２０１２）が公表した将来推計人口では，この高齢化率が２０６０年には
３９．９％に，２１１０年には４１．３％まで上昇すると見込まれている。貯蓄現在高（２
人以上の世帯）においては，全世帯平均が１，６６４万円であるのに対し，世帯主
が６５歳以上の世帯平均は２，２５７万円と高く１，「高齢者は豊かである」と感じら
れることも少なくないが，高齢者の貧困率をみると，先進国の中でわが国は高
い貧困率であることが知られている。「格差社会」とも言われるが，高齢者も
例外ではなく，裕福な高齢者がいる一方で，貧困に陥る高齢者も増加しており，
高齢者の生活保護受給者は増加傾向にある。
最後のセーフティネットである生活保護を受給する高齢者が増加していると

いうことは，「国民皆年金」と謳っている公的年金制度が十分な機能を発揮し
ておらず，カバーされない人々が生活保護に流れているということを意味する。
今後は高齢化がますます進むとともに，１９９０年代以降に低所得で雇用が安定し
ない非正規雇用者が増加した影響もあり，高齢者の貧困問題がより一層深刻に
なっていくと考えられるため，高齢者の所得保障にどう対応していくかが重要
な課題になってくるであろう。
本稿では，重要な役割を担う公的年金制度と生活保護制度に注目し，両制度

の役割や問題点を明らかにする。そして，高齢者の所得保障は基本的には公的

１ 内閣府（２０１３）による。
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年金が担い，生活保護は最後のセーフティネットとしての役割を果たすことを
前提としたうえで，今後どのような改革が必要であるのかを考える。公的年金
に関しては税方式化の導入や厚生年金の適用拡大を中心に検討し，生活保護に
関しては現状の捕捉率の低さを考慮して，そこに至る前のセーフティネットの
設置について検討することにする。

２．公的年金制度と生活保護制度の役割

２．１ 公的年金制度の役割
公的年金制度は社会保障制度の一環として，国民の老後の生活保障を目的と

し，発展してきた制度であり，一定期間にわたって保険料を拠出し，これに応
じて年金が給付するという仕組みになっている。わが国が「国民皆年金」となっ
たのは，１９６１年に自営業者や農林漁業従事者等を適用対象にした旧国民年金制
度の発足に始まるとされているが，当時はまだ国民すべてを対象とした制度で
はなく，被用者の被扶養配偶者も任意加入であった。現在のような形になった
のは１９８６年に２０歳～５９歳までの全国民共通の基礎年金制度が創設されたときで
ある。これにより，女性の年金権が確立され，１９９１年からは学生も強制加入と
なった。
２０歳～５９歳までのすべての国民が強制加入する制度は，近視眼的な行動をと
るリスクや長寿のリスク，所得稼得能力低下のリスクを防ぐばかりでなく，生
活保護へのモラルハザードも防ぐ機能を持っている。インフレリスクの回避や
逆選択の排除といった他の機能も持つ公的年金制度の存在意義は大きく，「高
齢者の所得保障の要」とも言うべき重要な役割を持った制度であると言えよう。
実際，厚生労働省の「平成２４年国民生活基礎調査」によれば，高齢者世帯の

平均総所得３０３．６万円のうち，公的年金・恩給による所得は平均２０９．８万円であ
り，６９．１％を占めている（表１参照）。
さらに，公的年金・恩給を受給する高齢者世帯では，２０１０年の１年間に，総

所得に占める公的年金・恩給の割合が８０％以上である世帯が７０．８％，うち
１００％の世帯が５６．７％もおり２，高齢者にとって公的年金はもはや欠かすことが
できない制度であることがわかる。

２ 内閣府（２０１３）による。
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しかしながら，職業によって加入する年金制度が異なるため，厚生年金加入
者である会社員や共済年金加入者である公務員等は基礎年金に報酬比例部分を
上乗せしたものを受給するのに対し，国民年金加入者は定額の基礎年金のみの
受給となる。受給資格はいずれも現在２５年（３００ケ月）以上の保険料拠出が必
要とされ，たとえ１ヶ月でも足りなければ，年金をまったく受け取ることがで
きない。基礎年金は４０年間（４８０ケ月）保険料を支払った場合に満額受給とな
り，未納があればそのぶん減額される。
現在，国民年金（老齢基礎年金）の満額は月額６万４，８７５円であり，自営業

者世帯は夫婦２人で１２万９，７５０円である。免除を受けた期間があれば減額され，
全額免除の期間は国庫負担ぶんのみが支給される計算になる。一方，夫が厚生
年金に４０年加入し，妻が専業主婦である「モデル世帯」では，月額２２万８，５９１
円である３。人事院が算定した標準生活費は２人世帯で１６万８，７２０円となってい
ることから４，公的年金のみで生活することが可能な高齢者世帯は，厚生年金

３ 夫が平均的な収入（平均標準報酬３６万円）で４０年間就業し，妻が専業主婦で
ある世帯の年金額であり，夫婦２人分の老齢基礎年金も含んだものである。
４ 人事院（２０１３）による。

表１ 所得の種類別にみた１世帯当たり平均所得金額及び構成割合

総所得 稼働所得 公的年金・
恩 給 財産所得

年金以外の
社 会 保 障
給 付 金

仕 送 り ・
企業年金・
個人年金・
その他の所得

１世帯当たり平均所得金額（単位：万円）

全 世 帯 ５４８．２ ４０９．５ １００．７ １６．２ ８．６ １３．２

高齢者世帯 ３０３．６ ５９．２ ２０９．８ １７．６ ２．３ １４．６

児童のいる世帯 ６９７．０ ６２６．２ ２７．１ １１．２ ２５．８ ６．８

１世帯当たり平均所得金額の構成割合（単位：％）

全 世 帯 １００．０ ７４．７ １８．４ ３．０ １．６ ２．４

高齢者世帯 １００．０ １９．５ ６９．１ ５．８ ０．８ ４．８

児童のいる世帯 １００．０ ８９．８ ３．９ １．６ ３．７ １．０

注：福島県を除いたものである。
出所：厚生労働省統計情報部「平成２４年国民生活基礎調査」より作成
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や共済年金を受給している世帯であると推察できる。国民年金だけで老後の生
活費を賄うには十分な年金額とは言えないが，それは国民年金の主な加入者で
ある自営業者や農林漁業従事者には雇用者とは異なり定年がないため，高齢期
は基礎的な年金に加え，事業所得も得られるという前提で制度設計がなされて
いるためである。

２．２ 生活保護制度の役割
生活保護制度は日本国憲法によって保障される生存権を実現するための制度

である。生活保護法第１条には「この法律は，日本国憲法第２５条に規定する理
念に基き，国が生活に困窮するすべての国民に対し，その困窮の程度に応じ，
必要な保護を行い，その最低限度の生活を保障するとともに，その自立を助長
することを目的とする」５と定められている。つまり，生活保護制度は最低限度
の生活を保障する水準（生活保護基準）に満たない所得の人々を救済する「最
後のセーフティネット」として位置づけられている。
生活保護は資産調査を行ったうえで，世帯単位で支給される制度である。最

低限度の生活をするためにかかる費用として，生活扶助，住宅扶助，教育扶助，
医療扶助，介護扶助，出産扶助，生業扶助，葬祭扶助の８種類の扶助から構成
されている。食費や被服費など日常生活において基本的な生活費である生活扶
助に加え，必要に応じて住宅扶助や医療扶助などが加算される仕組みになって
おり，その額は保護世帯の家族構成や年齢，居住地域（６区分の級地）によっ
て異なっている。
図１は生活保護を受給している世帯数（被保護世帯数）の推移を世帯類型別

に示したものである。総世帯数は増加傾向にあり，２０１０年度（１ヶ月平均）は
１４０万５，２８１世帯にも及んでいる。その中で最も多いのは高齢者世帯の６０万
３，５４０世帯であり，全体の４２．９％を占めていることがわかる。また，２０００年以
降は「その他の世帯」の増加も目立っており，とりわけ２０１０年には全体の１６．２％
にもなっている。これは近年，社会問題ともなっているワーキングプアの増加
に加え，２００８年に起きたリーマンショックの影響による不況が原因であると考
えられる。２００８年末の年越し派遣村をきっかけに急増したと言っても良いであ

５ 生活保護研究会（２０１３）p.３
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ろう。
厚生労働省の発表によれば，２０１３年８月の生活保護受給者は２１５万９，８７７人，

世帯数では過去最高の１５９万２４９世帯となり，高齢者世帯も７１万６，０４３世帯で全
体の４５％と増え続けている６。高齢者世帯の場合，就労による自立は容易なこ
とではないため，一時的なセーフティネットではなく，長期間（死亡時まで）
に及ぶケースが多いと考えられる。今後の高齢化の進展に伴い，さらなる増加
が予測されるが，それは国民の負担を重くすることにほかならないため，早急
な対策が必要である。

３．公的年金制度と生活保護制度における問題点

３．１ 国民年金の未納・未加入
自営業者や農林漁業従事者，学生，無業者などからなる第１号被保険者は，

法律上では保険料拠出は強制でありながら，第２号被保険者（会社員や公務員）
が給料から天引きされる強制徴収であるのとは違い，自主納付であるため，実
際には任意加入と等しい状態になっている。厚生労働省（２００８）によれば，２００６
年度末において未加入者は１８万人，第１号被保険者２，１２３万人のうち未納者は

６ 朝日新聞（２０１３．１１．１３）

注：１ヶ月平均である。
出所：国立社会保障・人口問題研究所「生活保護に関する公的統計」より作成

図１ 世帯類型別被保護世帯数の推移
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３２２万人，免除者・猶予者は５２８万人であり，約４割が保険料を支払っていない。
国民年金の未納・未加入は老後の貧困に繋がるため，かねてから問題視され

ており，これまでにさまざまな対策が取られてきた。まず，未加入対策として
は，２０歳になった者全員に国民年金加入を通知したうえで，届け出がない場合
には職権で国民年金の適用を開始したり，企業退職後に国民年金の届け出がな
い者にも通知を送り，それでも届け出がなければ職権で適用するなどの措置を
行っている。しかし，職権適用によって未加入を防ぐことができたとしても，
彼らが必ずしも保険料を納付するとは限らない。未加入者が未納者に置き換わ
るだけでは意味がないため，未納を無くすことが重要になる。
未納対策としては，口座振替の推進に加え，コンビニ納付やクレジットカー

ド納付の導入をするなど，保険料納付の手段を拡大して便宜性を高めている７。
また，一部では強制徴収を実施し，前年度の所得をもとに選定した対象者に対
して最終催告状・督促状を送付しても納付されない場合に財産の差し押さえを
するようにもなった。しかしながら，厚生労働省の発表によれば，２０１２年度分
の国民年金納付率は２０１２年度末時点で５９．０％であり，依然として納付率は低い
ままである。したがって，さまざまな対策は行ってはいるものの，未納問題は
容易に解消できるような問題ではないことがわかる。
国民年金の未納・未加入の１つの原因として，国民の公的年金制度への不公

平感や不信感が挙げられる。第１号被保険者は第２号被保険者（会社員や公務
員など）が給料から天引きされる強制徴収であるのとは異なり，事実上は自主
納付になっているため，保険料を支払うか否かは自分の意思で決定できる。国
民は少子高齢化が進行する中で賦課方式の制度を維持することは難しいことも
知っているであろうし，とりわけ若い世代は公的年金の負担と給付との関係に
おいて世代間格差が生じていることに不公平感を持っている。マスコミが「年
金破綻」などと不安を煽るような言葉で騒ぎ立てれば，「保険料を払ったとし
ても，将来は年金をもらえないのではないか」と不安になるとともに，公的年
金への不信感が募るのも無理はない。また，「消えた年金問題」に代表される
旧社会保険庁に対する不信感もある。このような不公平感や不信感が未納者や

７ ２０１３年１１月からは一部のドラッグストアやスーパーなどでも納付可能になっ
ている。
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未加入者を増加させ，国民年金の空洞化を生じさせる。それは年金財政をます
ます厳しいものとし，さらに年金不信を増大させる要因になるという悪循環に
もなっていると言えよう。
２つ目の原因として，第１号被保険者が納める保険料は定額であり，負担能

力に応じていないため，経済的に納付が困難で払いたくても払えない者がいる
ことが挙げられる。実際，厚生労働省が実施した「国民年金被保険者実態調査」
においても，未納者のうち７４．１％が「保険料が高く，経済的に支払うのが困難」
が理由であると回答している。人頭税的な定額の保険料は逆進性がもっとも強
く，低所得者には負担感が強い。この問題の対策として，自営業者等には所得
に応じて全額免除，半額免除，４分の１免除，４分の３免除といった免除制度
の導入，学生には学生納付特例制度，フリーターやニートには若年者納付猶予
制度といった猶予制度の導入を行ってきた。これらは負担能力のない者に対す
る制度上の配慮であり，負担能力に応じた拠出が可能になった点や，学生等に
は負担できるようになるまで１０年間の猶予が与えられた点は評価できるもので
ある。しかしながら，申請して免除を受けた者は将来の年金額も減額されるこ
とになり，低年金者を生みだすことに繋がる。低年金でも老後に事業所得を得
られる自営業者であれば，さほど問題ではないかもしれないが，年を取ればい
つまでも元気に仕事を続けられるとは限らず，病気になったり介護を必要とす
るときも来るはずだ。ましてや非正規雇用者は高齢になれば仕事を得ることが
難しく，老後の備えも十分ではないため，低年金者の増加は生活保護受給者を
増やすことに繋がるであろう。
３つ目の原因としては，２５年の受給資格期間の問題が挙げられる。現行では

２５年（３００ヶ月）以上の保険料拠出が必要とされ，たとえ１ヶ月でも足りなけ
れば，年金は受給できない仕組みになっている。したがって，保険料を今後納
付し続けたとしても６０歳までに２５年の受給資格要件が得られないとわかると，
未加入や未納が増加する。この現象は鈴木・周（２００１，２００６），駒村・山田
（２００７）の研究でも確認されている。受給資格を得られないとわかりながら，
保険料を納付するはずがないのは当然のことであるが，わが国の制度が賦課方
式であることを考えれば，支え手の減少は年金財政を悪化させることになるた
め，決して望ましいことではない。このような未加入・未納者はいずれ無年金
者となり，将来，生活保護に頼らざるを得なくなる可能性が大きくなる点でも
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問題である。
この受給資格期間の問題については「社会保障・税一体改革」により，消費

税が１０％になるタイミングである２０１５年１０月から諸外国並みの１０年（１２０ヶ月）
に短縮される予定になっている。２００７年時点での６５歳以上の無年金者のうち，
１０年以上２５年未満は４割を占めており，１０年に短縮されれば無年金者の減少が
期待できるという点では高く評価できる。しかし，「１０年ぶんを支払えばよい」
と考え，それ以上の保険料納付を怠る人々が増加することになれば，たとえ無
年金者が減少したとしても低年金者の増大をもたらすことになりかねない危険
もある。１０年しか納付しなければ年金受給額も４分の１となるため，わずか１
万６，０００円程度にしかならず，老後の生活のためには４０年間の納付が必要であ
ることを訴えていくことが重要になるであろう。

３．２ 非正規雇用者の増大
近年，わが国の雇用構造は大きく変わり，パート・アルバイト，派遣社員，

契約社員などの非正規雇用が大幅に増えている。１９８５年と２０１０年の雇用者数
（役員を除く）を比較すると，３，９９９万人から５，１１１万人へと１，１１２万人増加し
ている。しかしながら，正規雇用者は１９８５年には３，３４３万人と全体の８３．６％を
占めていたのに対し，２０１０年には３，３５５万人と人数はさほど変わらないものの，
全体に占める割合は６５．６％にまで減少している。一方，非正規雇用者は１９８５年
には６５５万人で全体の１６．４％にすぎなかったのに対し，２０１０年には１，７５６万人と
大幅に増加し，全体の３４．４％を占めるようになったことがわかる（図２参照）。
つまり，３人に１人は非正規雇用で働いていることになる。
では，非正規雇用が増加した背景には何があるのだろうか。「就業形態の多

様化に関する総合実態調査」によれば，企業側が非正規雇用の労働者を活用す
る理由としては，「賃金の節約のため」が一番多く，次いで「１日，週の中の
仕事の繁閑に対応するため」，「賃金以外の労務コストの節約のため」の順に
なっている。「高年齢者の再雇用対策のため」とする割合も上昇傾向にあり，５５
歳以上の非正規雇用者が増えている現象と一致する。一方，非正規雇用者が現
在の就業形態を選択した理由には，「自分の都合のよい時間に働けるから」や
「家計の補助，学費等を得たいから」が多く，就業形態別ではパート・アルバ
イトで多い回答になっている。これらの結果から，非正規雇用は企業にとって
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は人件費の節約になるだけでなく，仕事の繁閑や景気変動に合わせた雇用調整
も可能である点で都合が良いものであり，パート・アルバイトに多い主たる稼
ぎ手ではない主婦や在学中の学生にとっては，家事・育児や学業の合間で短時
間働くのに都合の良い働き方であることがわかる。このケースでは，企業側と
労働者側，双方の思惑が一致しており，各個人のライフスタイルに合わせた働
き方が可能であるという意味においては望ましいと言えよう。
しかし，注目すべきは「正社員として働ける会社がなかったから」と回答し

た者の存在である。２００７年から２０１０年にかけて，その割合は上昇しており，就
業形態別にみると，とりわけ派遣社員や契約社員に「正社員として働ける会社
がなかったから」の回答が多い。不本意ながら，仕方なく非正規雇用で働く
人々が増加していることは問題である。実際，雇用の安定や，より多くの収入
を得たいと考えて正規雇用を希望する者は少なくない。このような不本意非正
規雇用者を「就業形態の多様化に関する総合実態調査」と「労働力調査（詳細
集計）」に基づき試算すると，２０１０年は３３９万人程度（うち男性１０５万人程度，
女性２３４万人程度）になる８。
正規雇用と非正規雇用では賃金差があるため，世帯の主たる稼ぎ手が非正規

雇用である場合には低所得に陥り，苦しい生活を余儀なくされる。家族がパー

８ 厚生労働省（２０１３）による。

出所：総務省統計局「平成２４年労働力調査年報」より作成
図２ 雇用形態別雇用者数の推移
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トやアルバイトで収入を得るなどすることで自立した生活ができる場合はまだ
良いが，そうではない場合は生活保護を受給しないと生活が成り立たなくなる。
また，独身の場合には経済力がないことが要因で，なかなか結婚できず，低所
得者層に未婚が増えているという問題もある。
非正規雇用であっても厚生年金の適用条件（「正規雇用者の４分の３以上」

であり，週３０時間以上働く者が該当）を満たす場合は，第２号被保険者として
厚生年金に加入できるため，基礎年金に加え，報酬比例の厚生年金を受給でき
るが，そうでない場合には国民年金（基礎年金）しか受給できない。会社員や
公務員の妻は年収が１３０万円未満であれば，第３号被保険者として保険料負担
なしに国民年金を受給できるため（第３号被保険者の優遇問題９），むしろ就業
制限を行い，厚生年金に加入せずに済むように調整しているが，問題は第１号
被保険者に該当する人々である。
国民年金は先に述べたように，満額受給でも月額６万４，８７５円であり，十分

な額とは言えないが，低所得者は経済的困窮ゆえに保険料を毎月納付したとは
限らないため，低年金や無年金であるケースが少なくない。したがって，高齢
者になっても働かない限りは生活できず，貧困になる可能性が大きい。しかし，
高齢になれば仕事も少なくなり，病気になれば働くことができなくなるため，
最終的に彼らが頼るのは生活保護になるであろう。このような高齢者は，生活
保護は一時的なものではなく，死亡するまで受給し続けることになる。生活保
護を受給する高齢者が増加すれば，それだけわが国の生活保護費は拡大するこ
とになり，国民の負担が増えることになる。
辻（２００８）は，就職氷河期と呼ばれる時期（１９９３年頃からの１０年間程度）に

就職活動を行った世代１０に属する非正規雇用や家事や通学も行っていない無業
者の多くは，老後の生活資金の準備が行えていないため，老後は生活保護を受
けることになるとし，その数は７７．４万人と推計している。彼らが６５歳から死ぬ
まで生活保護（生活扶助と住宅扶助）を満額受け取った場合に必要な追加的な
予算額は累計で約１７．７兆円～１９．３兆円になるという。これが将来，現実のもの

９ 詳しくは前田（２００５，２００６）を参照されたい。
１０ 高卒の場合は１９７５年頃～１９８５年頃に生まれた人，大卒の場合は１９７０年頃～１９８０
年頃に生まれた人が該当する。
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になれば，社会的に深刻な影響を与えかねないため，これを回避する手立てを
考えることが重要である。

３．３ 生活保護と国民年金（基礎年金）や最低賃金との逆転
生活保護受給額の方が国民年金（基礎年金）受給額や最低賃金額よりも高く

なるという逆転現象が生じる場合があることが問題になっている。表２は６８歳
の高齢者単身世帯と，６８歳と６５歳の高齢者夫婦世帯のケースにおける生活扶助
基準額の例を示したものである。高齢者夫婦世帯（６８歳，６５歳）においては２
人分の国民年金の満額受給額よりも上回る地域はないが，高齢者単身世帯（６８
歳）では状況は一変する。東京都区部など１級地―１では８万１４０円となって
おり，国民年金の満額受給した場合の６万４，８７５円に比べ，１．５万円程度も上回
る。さらに，国民年金より下回っているのは３級地―２のみであり，ほとんど
地域で生活保護受給額の方が上回っていることがわかる。
しかしながら，高齢者夫婦世帯においても国民年金と生活保護との整合性が

とれているとは言い切れない。なぜなら，国民年金の満額受給は漏れなく保険
料納付した場合にのみもらえる金額であり，決して全員がこの金額をもらえる
わけではないからである。つまり，未納期間があったり免除制度を利用してい
れば減額されるし，繰上げ受給１１している場合にも減額されるためである。実

１１ 国民年金の受給開始年齢は６５歳だが，「繰上げ受給」の制度を利用すれば６０～
６４歳でも受給できる。しかし，繰上げるほど年金額は減額され，６０歳受給なら
６５歳受給の７０％まで減少し，逆に「繰下げ受給（６６歳～７０歳）」を利用すれば７０
歳受給では１４２％まで増加する。

表２ 生活扶助基準額の例
（単位：円）

１級地―１ １級地―２ ２級地―１ ２級地―２ ３級地―１ ３級地―２

高齢者単身世帯
（６８歳） ８０，１４０ ７６，５９０ ７２，７６０ ６９，７９０ ６６，３２０ ６２，９６０

高齢者夫婦世帯
（６８歳，６５歳） １２０，４４０ １１５，１１０ １０９，３５０ １０４，８７０ ９９，６７０ ９４，６２０

出所：生活保護制度研究会（２０１３）より作成

高齢者の所得保障

９３



際のところ，２０１１年度末における国民年金受給者の平均年金月額は５万４，６８２
円であり１２，２０１１年度の満額受給額であった６万５，７４１円よりも１．１万円程度も
少ない。さらに，図３に示した国民年金の月額階級別分布を見ると，６～７万
円未満が男女ともに最も多くなってはいるが，男性が６～７万円未満に集中し
ているのに対し，女性は３万円～６万円未満の層も多く存在していることがわ
かる。このことから，夫婦２人世帯のときはまだしも，男性よりも平均寿命が
長い女性が単身になったときに貧困に陥る危険性が高くなると思われる。
したがって，国民年金受給額の実態を考慮すれば，平均的な高齢夫婦世帯で

は１級地―１や１級地―２に居住するケースを中心に，生活保護受給額の方が
国民年金受給額を上回っていると推測できる。同様に，平均的な高齢者単身世
帯の場合はどの地域に居住していても生活保護受給額の方が高いと言えよう。
さらに，生活保護を受給する世帯には，家賃等を支払っている場合に住宅扶

助が支給される。その額は，東京都区部など１級地―１では高齢者単身世帯
（６８歳）で５万３，７００円，高齢者夫婦世帯（６８歳，６５歳）で６万９，８００円が上限
とされていることから，生活扶助と住宅扶助を合わせただけでも最大で高齢者
単身世帯は１３万３，８４０円，高齢者夫婦世帯では１９万２４０円が支給されることにな
るため，国民年金のみで生活するよりも高水準の生活が約束されることになっ

１２ 厚生労働省年金局（２０１３）による。

出所：厚生労働省年金局「平成２３年度厚生年金保険・国民年金事業年報」より作成
図３ 国民年金の年金月額階級別受給権者数（２０１１年度末）
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てしまう。
また，最低賃金額で働いた場合の１ヶ月の収入が生活保護基準を下回る逆転

現象も問題となっている。最低賃金と比較される生活保護基準とは，生活扶助
基準と生活保護受給者の実際の家賃（住宅扶助の実績値）の合計である。最低
賃金額の改定には生活保護基準との差額が１つの判断材料になるであろうが，
生活保護基準は同じ都道府県内であっても級地ごとに異なる。よって，地域別
最低賃金を改定する際には，各都道府県内で最も給付水準の高い級地を上回る
ような最低賃金額にしなければ，逆転現象は解消されずに残ることになる。
２０１３年９月１０日に厚生労働省が発表した全国の地域別最低賃金の改定結果に
よれば，すべての都道府県で最低賃金が引き上げられ，全国平均は前年度より
も１５円高い７６４円となった。そして，これまで１１都道府県でみられた逆転現象
のうち，１０都道府県１３で解消され，残るは北海道のみとなった１４。
このような国民年金（基礎年金）受給額や最低賃金額との逆転現象は，保険

料納付や就労のインセンティブを大きく阻害することになる。真面目に保険料
を支払うことで受給できる年金よりも，保険料納付を怠った未納・未加入の
人々がもらう生活保護の方が多いことがわかれば，保険料を払わない方が得だ
と人々は考えるかもしれない。それを実行に移すことになれば，第１号被保険
者の未納・未加入を増大させ，年金制度の根幹を揺るがしかねないだけでなく，
将来の生活保護受給者をも増加させることになる。同様に，最低賃金で真面目
に働くよりも，生活保護受給額の方が税金や社会保険料なども免除されて生活
が楽になる状態では，就労意欲を損う危険性がある。とりわけ，生活保護を受
給する人々は，最低賃金で働くよりも生活保護の方が生活水準が高いとわかれ
ば，働いて自立しようという意欲は失われかねない。最低賃金との逆転現象は
一刻も早く，すべての地域で解消されるべきである。

３．４ 生活保護の捕捉率の低さ
保護率とは生活保護を受給する人々がどの程度いるかを示した指標であるが，

１３ 逆転現象が解消したのは青森県，宮城県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川
県，京都府，大阪府，兵庫県，広島県の１０都道府県である。

１４ 朝日新聞（２０１３．９．１１）
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わが国においては残念ながら，被保護者＝要保護者とはなっていない。つまり，
生活保護を必要とする人が生活保護を受けているわけではないことになる。で
は，生活保護はどの程度機能しているのであろうか。その評価には，捕捉率と
いう指標が使われる。捕捉率とは，最低生活水準を下回る状態で暮らす生活困
窮者（要保護状態にある人々）のうち，生活保護制度が適用されている人々の
割合を示したものである。欧米では少なくとも５０％以上とされ，イギリスで
８０％以上，ドイツで７０％以上あるのに比べ，日本の捕捉率は，その低さがしば
しば指摘されてきた１５。
捕捉率の測定には，生活保護の受給資格の有無を確実に測定するための所

得・貯蓄・資産などの情報だけでなく，労働能力の有無や扶養可能な親族の有
無など，生活保護認定の審査に関わるすべての情報が必要なため，完璧な測定
は難しい。研究者による推計では，ほとんどが所得のみを用いたものであるが
１０％程度～２０％の捕捉率を推計している１６。また，厚生労働省も所得や貯蓄な
どの限られた情報をもとに推計を行っており，２０１０年に初めて公表された「生
活保護基準未満の低所得世帯数の推計について」によれば，厚生労働省が実施
した「平成１９年国民生活基礎調査」のデータを用いた推計では３２．１％，総務省
が実施した「平成１６年全国消費実態調査」を用いた推計では６８．４％という大き
く異なる結果になっている。後者の方が前者よりも世帯当たりの年間収入と貯
蓄現在高の推計値が高いことによるものであるとされているが１７，あまりにも
大きな差が生じているため，これらの捕捉率で生活保護制度がどの程度機能し
ているかを判断することは難しい。今後の低所得者対策を考えるうえでも，政
府は捕捉率を把握するための調査を実施し，定期的に公表するようにしていく
べきであろう。
しかし，要保護状態にあると思われる人々が最後のセーフティネットである

生活保護で救済されていないということを示していることに変わりはない。生
活保護制度は申請主義であるため，中には生活保護を受けることを恥ずかしく
思い，自らの意思で受給しない人もいるであろうが，受給要件を満たしている

１５ 池田・砂脇（２００９）
１６ 阿部（２０１３）
１７ 厚生労働省（２０１０）
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にも関わらず，地方自治体が「水際作戦」によって保護申請の受理を拒否する
ケースも多いはずである。マスコミは不正受給ばかりを取り上げるが，不正受
給件数やその割合は増加傾向にあるものの，不正受給の件数は全体の２％未満，
金額では０．３％に過ぎない。もちろん，不正受給は許されないことであり，必
要のない人を保護する濫給を無くすことは重要である。だが，より深刻なのは，
保護を本当に必要としている人々がその資格を満たすにも関わらず，生活保護
を受給できないという漏給の方ではないだろうか。最後のセーフティネットで
ある生活保護でも救われない人々が存在するという状況は早急に改善されるべ
きである。

４．高齢者の所得保障のあり方

４．１ 公的年金制度と生活保護制度との役割分担
高齢者の所得保障をどのように行っていくかを考える際には公的年金制度と

生活保護制度とをバラバラに考えるのではなく，これらをどう位置づけ，役割
分担させていくかを明確にし，整合性のとれるような改革を行うことが重要で
ある。西沢（２００５）は，所得保障政策として本来一体的に検討されるべき年金
と生活保護との関連に関しては極めて手薄であり，その原因の１つは厚生労働
省が年金と生活保護を切り離して考えてきたことにあると指摘している。公的
年金と生活保護は，その趣旨・目的が異なり，その水準を単純に比較すること
はできないというのが厚生労働省である１８。
しかしながら，公的年金と生活保護は相互に影響を及ぼすものである。つま

り，高齢者が基本的な生活費として，ある程度の年金を受給できれば，生活保
護に頼らざるを得ない人々の数を抑えることが可能になる。逆に，生活保護受
給額が年金額を上回り，真面目に年金保険料の納付や老後のための貯蓄を行う
よりも生活保護をもらう方が得になる状況では，生活保護に依存する人々を増
大させることになる。
したがって，両者のバランスを考えた制度改革が重要である。基本的には高

齢者の所得保障は公的年金が担うようにし，それでは不十分であった者に対し
てのみ，生活保護はあくまでも最後のセーフティネットとしての役割を果たす

１８ 西沢（２００５，p.１２）
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べきであろう。公的年金と生活保護との関係では，国民年金（基礎年金）が生
活保護の給付水準を下回らないよう，調整をはかる必要があるが，そもそも生
活保護は年金との関係で給付水準を決めるのではなく，最低限度の生活ができ
るよう定めるべきものである。よって，年金給付を増大させる形で対応するこ
とが望ましい。第１号被保険者には非正規雇用の被用者が多く含まれるように
なり，これまでの自営業者や農林漁業従事者を前提とした制度設計では対応し
きれなくなっている。抜本的な年金改革を行い，真の「国民皆年金」を実現さ
せる必要があるだろう。
また，山重・高畑（２０１０）は年金制度と生活保護制度の間の構造的関係を理

論的に分析し，生活保護制度の下で低所得者が年金制度に加入しないインセン
ティブを持つ場合であっても，高所得者が低所得者に補助を与えることで皆年
金が実現することを明らかにしている。そして，皆年金を維持するためには低
所得者への補助を徐々に引き上げる必要があり，時間が経つにつれて低所得者
が加入するインセンティブを十分に与えられなくなれば，低所得者が加入する
年金制度を構築することが不可能になるケースがあることも示している。この
低所得者への補助は，実際の制度では国庫負担に相当すると考えられる。つま
り，国庫負担の引き上げは未納・未加入者を防ぐ有力な方法であり，その引き
上げが行き着くところは基礎年金の税方式化であるとも言えるであろう。

４．２ 基礎年金の税方式化と厚生年金のさらなる適用拡大
現行の社会保険方式の下では，第１号被保険者の未納・未加入問題をはじめ，

第３号被保険者問題，管理費用の問題などの問題点の解消は難しいが，税方式
に転換すれば，いずれも容易に解消することができる１９。しかしながら，税方
式には巨額の財源が必要になるという批判があり，国民の増税に対する抵抗も
強い。たしかに基礎年金給付額が増大するため，巨額の財源を必要とし，財源
規模を小さくしようと思えばミーンズ・テスト（資力調査）を行わなければな
らない。だが，税方式では現役世代においては税負担が増大するものの，基礎
年金ぶんの保険料は必要なくなるため，逆に保険料負担は減少する。
一方，社会保険方式なら国民負担が小さいとも言い切れない。保険料は段階

１９ 詳しくは前田（２００５，２００６）を参照されたい。
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的に引き上げられ，国庫負担も２００９年度から２分の１に引き上げられており，
引き上げぶんには２０１４年４月から実施される消費増税の一部があてられるため，
国民負担が増大することに変わりはない。また，年金額は特例水準の解消のた
め２０１３年１０月から３年かけて減少するが，マクロ経済スライドが発動されれば
給付水準も低下することになる２０。無年金者や低年金者が増えれば，年金財政
は厳しくなり，生活保護を受ける高齢者も増大することになるため，その負担
も重くのしかかってくることになる。いずれにせよ国民の負担が増えるなら，
「国民から集めた税金がどのように使われるか」が重要になるはずである。増
税は歓迎されるものではないが，税金が有効に使われるならば，やむを得ない
と思っている国民も少なくない。よって，さまざまな問題を抱える現行制度に
固執せず，税方式に転換することを真剣に考えるべきであろう。
税方式の財源には少子高齢化の急速な進展を考慮し，現役世代が中心となる

所得税よりも高齢者も含めて広く負担することになる消費税が望ましいと考え
る。そして，追加的に求める消費税に関しては一般財源ではなく，目的税とす
るのが良いだろう。つまり，２分の１はこれまでの国庫負担同様に一般財源と
し，残りの２分の１を「年金目的消費税」で賄う。目的税にして使途を明確に
し，透明性を高めることによって，増税への国民の理解も得やすくなるはずで
ある。また，移行期では，旧制度の下で真面目に保険料を納付した者と義務を
怠った者との差もつくよう，拠出実績をある程度は反映させる形にすることも
重要であろう。
では，老齢基礎年金を全額税方式にした場合，どの程度の年金目的消費税が

必要になるのであろうか。２０１５年度から税方式化し，給付水準は現行同様の１
ヶ月６万５，０００円とする。まず，高齢者全員に給付するケースを考えると，
２０１５年の６５歳以上の高齢者人口は３，３９５万人になるため，総額で１年間に２６．５
兆円が必要になる。年金目的消費税は消費税収入を１％あたり２．６兆円（２０１２
年実績）として試算すれば５．１％になる。ただし，これは２分の１の財源を一

２０ 厚生労働省が設定するほどの賃金上昇がみられない限り，現在価値に換算し
た年金額が上昇することはない。西村（２０１１）は，現役男性の平均可処分所得
が２００９年時点と同水準の場合，２０３８年度には基礎年金（満額受給）は４万８，０００
円（現在価値に換算）にまで低下すると指摘する。
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般財源とした場合であり，現行制度での国庫負担はすべての高齢者に給付する
わけではないため，２０１５年に予定されている国庫負担金１１．５兆円２１を一般財源
として老齢基礎年金にあて，残りは年金目的消費税で賄うとするならば５．８％
まで上昇することになる。
次に，税方式に完全に移行されるまでの移行期間に，ある程度の拠出実績を

反映させた給付方法をとるケースを考える。過去の実績分を上乗せするのが理
想的だが，巨額の財源が必要となるため，過去に保険料納付の義務を怠った者
に対しては減額する形で行うものとする。しかし，消費税は高齢者も死亡する
まで払い続ける税であることや，４０年という移行期間は無年金・低年金対策を
考えた場合には長いため，次のような方法をとる。
２０１５年９月までは現行の２５年ルール，１０月以降は１０年未満の者（無年金者）
も含め，全員に半額（３万２，５００円）を給付する２２。残りの半分は過去の拠出実
績をある程度反映させる形をとる。旧制度の国庫負担ぶんには目途がついてい
ると思われるので，拠出実績を反映させる半分の部分と，無年金者に半分給付
するぶんを消費税で徴収すれば良い。よって，追加的に求める消費税は最大で
５．１％になる。ただし，拠出実績を反映させる際には現行と異なり，免除制度
を利用した期間については負担能力に応じた拠出を行ってきたことに配慮し，
全額納付した者と同じ扱いにする。一方，学生納付猶予制度などの猶予制度に
ついては，追納されない限りは給付に反映させないものとする。したがって，
高齢者の年金額は⑴式で，現役世代は⑵式で計算できる。

３２，５００円＋３２，５００円×保険料納付済月数＋保険料免除月数４０年（納付可能年数）×１２ヶ月 ………………⑴

３２，５００円＋３２，５００円×（１－ 保険料未納月数
保険料納付が必要な月数）……………………⑵

２階部分については社会保険方式のままとする。厚生年金と共済年金は２０１５

２１ 厚生労働省年金局（２０１０）の財政見通しによる。
２２ 高山（２００８）は保険料と消費税双方の４０年拠出で満額という考え方により，
無年金者への半額給付を提案している。２００９年で切り替えた場合，１９８９年導入
の消費税を無年金者でも２０年負担したことになるためであり，移行期間も２０年
に短縮される。
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年１０月に統合され，被用者年金は一元化される（公務員等は厚生年金に加入す
る）。さらに，２０１６年１０月からは，①週所定労働時間が２０時間以上，②賃金が
月額８．８万円（年収１０８万円）以上，③勤務期間が１年以上，④学生は適用除外，
⑤従業員５０１人以上，という要件を満たせば厚生年金が適用されることになっ
た。対象は約２５万人であり，近年の非正規雇用者の増加を考えれば，この程度
では不十分であるが，現行制度では限界があることも確かだ。「社会保障・税
一体改革」において，賃金が８．８万円以上となったのは，国民年金保険料より
少ない額で基礎年金と厚生年金を受給しないように配慮した結果であると考え
られるからである２３。だが，基礎年金が税方式化されれば，そのような配慮は
必要なくなる。自営業者は高齢期も事業所得を得られるため，年金は基礎年金
だけでも良いかもしれないが，被用者は厚生年金と合わせた受給が望ましい。
就業形態の変化に対応した年金制度とするためにも，非正規雇用者への厚生年
金の適用をさらに拡大していくべきであろう。

４．３ 生活保護に至る前のセーフティネットの設置
生活保護制度においては，漏給を無くすとともに，就労可能な高齢者に対し

ては積極的な支援をはかっていく必要がある。しかし，高齢になれば仕事を見
つけるのは難しく，自立させることは容易なことではないであろう。生活保護
にかかる費用の約半分は医療扶助費であるが，生活保護を受給する高齢者世帯
の割合が高齢化によって今後さらに増大すれば，その費用も増大する可能性が
ある。だからこそ，公的年金制度に所得保障の役割を担わせることが重要にな
るのだが，税方式に転換しても移行期間を中心に低年金者が存在するであろう
し，基礎年金のみを受給する単身世帯においては他に収入がない限り，生活保
護の生活扶助基準額以下になる。そのような場合は生活保護を受給することが
考えられるが，現在でも生活保護の受給は難しく，厳しい要件をすべて満たさ
ない限り，受給できないという問題がある。
そこで，生活保護に至る前のセーフティネットの設置を提案したい。所得な

どの要件を満たせば援助が受けられる制度にし，生活保護の生活扶助基準額と

２３ ８万８，０００円×１７．１２％（厚生年金保険料率）＝１万５，０６６円となり，国民年金保
険料１万５，０４０円を上回ることになる。
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同等になるような給付を行えば，生活保護に至らずに済む高齢者が増えると思
われる。生活保護の手前に低コストの制度を設置することで，生活保護費の増
加を防ぐことも期待できる。もちろん，金銭的な給付と同時に，就労可能な高
齢者には支援を行う必要があるだろう。たとえ自立には至らなかったとしても，
短時間でも何らかの仕事を持つことは高齢者の生きがいに繋がるはずである。
収入を得ることもさることながら，社会との結びつきを持たせることは重要で
あり，規則正しい生活や生きがいを感じた生活は健康面にも良い影響を与える
と考える。それは高齢者にとっても望ましいことに違いない。
また，財源は消費税ばかりにも頼れないため，相続税の利用を考える。わが

国では毎年多くの相続資産が発生していると言われるが，相続税は死亡した人
の約４％だけが対象となる状態である。２０１７年からは増税されるが，課税対象
は１．５倍であり，納税者が大幅に増えるわけではない。配偶者間の相続につい
ては，残された配偶者の老後の生活を考えれば増税は避けるべきだが，子への
相続については強化されても良いであろう。相続税の強化は富裕層を中心に，
生前贈与を増やしたり，生前の消費を増やしたりすることが予想されるが，消
費が増えれば経済が活性化し，景気に好影響を与えるという効果をもたらすこ
とにもなるであろう。

５．お わ り に

近年，スウェーデンの制度をモデルにした最低保障年金の導入が注目されて
いるが，高齢者の最低所得保障として考えれば，たしかに所得比例年金（被用
者は労使折半で保険料負担，自営業者は全額自己負担）と最低保障年金（所得
比例年金の給付額が一定以下の場合に税を財源として支給）の組み合わせは優
れている。低所得（低年金）の高齢者が救済され，追加的な消費税も少なくて
済む。また，駒村（２００９）が提案するように，公平性を保つために所得比例年
金については夫婦間で年金を分割したうえで，最低保障年金の対象になるか否
かの判断を行ったり，最低保障年金額は単身世帯で月額７万円，夫婦世帯では
月額１３万円というように世帯規模で給付水準を変えれば，最低所得保障として
の機能を十分に果たすことも期待できる。
しかしながら，所得捕捉の問題が不完全な現状では，容易に導入できるもの

ではない。今まで真面目に基礎年金（国民年金）の保険料を拠出してきた国民
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が最低保障年金を受け入れるかどうかという問題や，拠出実績をどう取り扱う
かという問題もある。多くの高いハードルを越えなければならず，現実的に考
えれば，すぐに実現することは困難であると言わざるを得ない。
本稿では，高齢者の所得保障として公的年金制度と生活保護制度がどうある

べきかを考え，公的年金に関しては「年金目的消費税」による基礎年金の税方
式化（一律給付）と厚生年金の適用拡大をセットで行うことを提案した。また，
生活保護に関しては，漏給を無くし，最後のセーフティネットとしての機能を
果たすことが重要となるが，高齢者世帯の受給は増加傾向にあり，今後はさら
に増加することが予想されるため，生活保護に至る前のセーフティネットの設
置を提案した。これらの改革には大きな国民の負担を伴うが，実行可能な現実
性のある方法でもある。国民の合意を得られるような改革を行うためには活発
な議論が期待されるが，高齢者の所得保障の問題は公的年金と生活保護をバラ
バラに考えるのではなく，両者を効率的に機能させるよう，広い視野で検討す
ることが重要であろう。

参考文献

阿部彩（２０１３）「生活保護への四つの批判」埋橋孝文編『福祉＋α④生活保護』ミネ
ルヴァ書房，pp.２１―３５
池田和彦・砂脇恵（２００９）『新・MINERVA福祉ライブラリー④公的扶助の基礎理論
―現代の貧困と生活保護制度―』ミネルヴァ書房
厚生労働省（２０１３）『平成２５年版労働経済白書』新高速印刷
駒村康平（２００９）『大貧困社会』角川SSコミュニケーションズ
駒村康平編（２０１０）『最低所得保障』岩波書店
駒村康平・山田篤裕（２００７）「年金制度への強制加入への根拠―国民年金の未納・非
加入に関する実証分析」『会計検査研究』№３５，pp.３１―４９
鈴木亘・周燕飛（２００１）「国民年金未加入者の経済分析」『日本経済研究』№４２，pp.
４４―６０
鈴木亘・周燕飛（２００６）「コーホート効果を考慮した国民年金未加入の経済分析」『季
刊社会保障研究』Vol.４１，№４，pp.３８５―３９５
生活保護研究会（２０１３）『保護の手引き』第一法規
高山憲之（２００８）「まず基礎年金２分の１の税方式化を検討せよ」『税経通信』第６３

高齢者の所得保障

１０３



巻 第６号，pp.１７―２５
辻明子（２００８）「就職氷河期世代の老後に関するシミュレーション」『就職氷河期世
代のきわどさ―高まる雇用リスクにどう対応すべきか（NIRA研究報告書）』総合
研究開発機構，pp.１１４―１２３
内閣府（２０１３）『高齢社会白書平成２５年版』印刷通販
西沢和彦（２００５）「基礎年金と生活保護の一体的な議論を」Japan Research Review，
１５（１），pp.１８―３０
前田悦子（２００５）「女性のライフスタイルの変化と年金制度」『駿河台経済論集』第１４
巻 第２号，pp.１８７―２１０
前田悦子（２００６）「基礎年金の財源をめぐって―社会保険方式か税方式か―」『駿河
台経済論集』第１５巻 第２号，pp.４１―６４
山重慎二・高畑純一郎（２０１０）「年金制度と生活保護制度―高齢期の所得保障スキー
ムの在り方をめぐって―」『季刊社会保障研究』Vol.４６，№１，pp.５８―６９
厚生労働省（２００８）「第１０回社会保障審議会年金部会資料」
〈http:／／www.mhlw.go.jp／shingi／２００８／０７／dl／s０７０２-４c.pdf〉
厚生労働省（２０１０）「ナショナルミニマム研究会（第８回）資料」
〈http:／／www.mhlw.go.jp／shingi／２０１０／０４／dl／s０４０９-２d.pdf〉
厚生労働省統計情報部（２０１１）「平成２２年就業形態の多様化に関する総合実態調査の
概況」
〈http:／／www.mhlw.go.jp／toukei／itiran／roudou／koyou／keitai／１０／dl／０２.pdf〉
厚生労働省統計情報部（２０１３）「平成２４年国民生活基礎調査」
〈http:／／www.mhlw.go.jp／toukei／saikin／hw／k-tyosa／k-tyosa１２／〉
厚生労働省年金局（２０１０）「平成２１年財政検証結果レポート―国民年金及び厚生年金
に係る財政の現況及び見通し（詳細版）―」
〈http:／／www.mhlw.go.jp／topics／nenkin／zaisei／zaisei／report２００９／pdf／all.pdf〉
厚生労働省年金局（２０１３）「平成２３年度厚生年金保険・国民年金事業年報」
〈http:／／www.mhlw.go.jp／topics／bukyoku／nenkin／nenkin／toukei／nenpou／２００８／dl／
gaiyou_h２３.pdf〉
国立社会保障・人口問題研究所（２０１２）「日本の将来推計人口（平成２４年１月推計）」
〈http:／／www.ipss.go.jp／syoushika／tohkei／newest０４／sh２４０１top.html〉
国立社会保障・人口問題研究所「生活保護に関する公的統計」
〈http:／／www.ipss.go.jp／s-info／j／seiho／seiho.asp〉
人事院（２０１３）「平成２５年人事院勧告」

駿河台経済論集 第２３巻第２号（２０１４）

１０４



〈http:／／www.jinji.go.jp／kankoku／h２５／pdf／２５seikeihi.pdf〉
総務省統計局（２０１３）「平成２４年労働力調査年報」
〈http:／／www.stat.go.jp／data／roudou／report／２０１２／index.htm〉
朝日新聞（２０１３）「生活保護受給者，前月比９３０人増加 ８月，世帯数過去最多」１１
月１３日
朝日新聞（２０１３）「最低賃金，平均１５円増 ７６４円，北海道除き『逆転』解消」９月１１
日

高齢者の所得保障

１０５


